
2023年12月期の通期見通し

連結業績ポイント

［	証券コード	:	5184	］

第140期 中間報告書
2023年1月1日	 ▶	 2023年6月30日
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※売上高は内部売上高を含む売上高を表示しております。

※アジアのデータには中国は含まれておりません。
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　株主の皆様には日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し
上げます。
　さて、当社第140期第2四半期連結累計期間（2023年1月1
日～2023年6月30日）の事業の概況をご報告申し上げます。
　当第2四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロ
ナウイルス感染症について、各国での入国規制の解除、感染
対策の緩和により回復が続きました。一方、ウクライナ情勢の
長期化による影響やインフレの継続、および米欧主要中央銀
行の利上げの影響により、景気は緩やかに減速しました。
　日本経済は、輸入物価、エネルギー価格の高止まり、賃上げ
などインフレが顕在化しています。一方で、コスト上昇分を販
売価格へ転嫁する動きが加速したことや、円安の長期化により
グローバル企業が好業績を維持したことにより、景気は緩やか
に回復しています。
　当社グループの主要事業分野である日本自動車業界に関
する状況ですが、自動車の生産販売は、北米向けや国内向け
では昨年と比較し回復傾向にありますが、半導体等部品の安
定した供給や中国、欧州市場での急速なEV車需要の加速によ
るガソリン車販売の低迷は日系自動車業界にとって懸念事項
となっています。世界的に各国規制によるEV化の流れは趨勢
となっており、市場シェア維持のためEV化への早期対応が課
題となっています。
　このような環境のなか、当第2四半期連結累計期間の売上
高は33,859百万円（前年同四半期29,445百万円）、営業利
益は4,394百万円（前年同四半期2,694百万円）、経常利益は
5,365百万円（前年同四半期3,870百万円）となりました。親
会社株主に帰属する四半期純利益は3,003百万円（前年同四
半期2,099百万円）となりました。

　セグメントごとの業績は、日本では、半導体等部品の供給改
善による国内およびアジア向けを中心とした販売回復や円安
に伴う外貨建て売上高の増加により、売上高は16,787百万円

（前年同四半期15,259百万円）、営業利益は1,536百万円（前
年同四半期1,194百万円）となりました。
　北米では、個人消費の回復や半導体等部品の供給改善によ
り、売上高は6,376百万円（前年同四半期4,998百万円）とな
りました。また、人手不足と人件費の上昇への対応として一部
生産を日本、アジアへ移管したことや物流費の低下により、営
業利益は578百万円（前年同四半期10百万円）となりました。
　中国では、EV車需要が加速するなか、日系自動車メーカー
のガソリン車販売が低迷した影響を受け、売上高は5,879
百万円（前年同四半期5,908百万円）となりました。また、上海
等でのロックダウンの影響を受けた昨年から改善し、営業利益
は685百万円（前年同四半期535百万円）となりました。
　アジアでは、半導体等部品の供給不足による顧客での生産
調整が改善傾向であることから、売上高は10,588百万円（前
年同四半期8,778百万円）、営業利益は1,538百万円（前年同
四半期1,339百万円）となりました。
　欧州では、ウクライナ情勢や半導体等部品の供給不足によ
る顧客での生産調整が改善傾向であり、売上高は3,200百万円

（前年同四半期2,436百万円）、営業利益は38百万円（前年同
四半期は営業損失124百万円）となりました。
　なお、中間配当につきましては1株につき52円とさせてい
ただきます。株主の皆様におかれましては、より一層のご支援
とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

セグメント情報（単位：百万円）

自動車の販売回復に加え、円安進行を
背景とする生産の日本回帰が好要因と
なり、当中間期は増収増益となりました。

代表取締役 社長執行役員
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海外子会社のご紹介

四半期連結貸借対照表の概要（単位：百万円）

当社グループの連結子会社として、2022年10月ブルガリア スタラ・ザコラ州に、
NICHIRIN BULGARIA EOOD（ニチリン ブルガリア）を設立しました。
ニチリン ブルガリアでは、主に二輪車・四輪車用ブレーキホースの組立を
現地の企業へ業務委託し生産を行っております。
欧州の新たな生産拠点として、当社スペイン子会社と合わせて
今後の欧州市場の需要に対応してまいります。

工場外観

工場内部① 工場内部②

会 社 名 NICHIRIN BULGARIA EOOD
（ニチリン ブルガリア）

資 本 金 392,530ブルガリアレフ　（約3,160万円※）

出資比率 NICHIRIN SPAIN S.L.U.　100%連結子会社

設 立 2022年10月

取 扱 品目 二輪車・四輪車用ブレーキホース

※ ブルガリアレフ＝80.5円で算出

NICHIRIN SPAIN S.L.U. [SPAIN]

NICHIRIN BULGARIA EOOD [BULGARIA]
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https://www.nichirin.co.jp/
ホームページ紹介

当社ホームページでは、
IR情報、製品情報や最新
トピックスなどの情報を
掲載しております。

会社の概況　 （2023年6月30日現在）株式の状況　 （2023年6月30日現在）

株主メモ

取締役および監査役　 （2023年6月30日現在）

創 立 1914年（大正 3 年）5月
設 立 1924年（大正13年）3月
資 本 金 21億5,800万円
本 社 〒650-0033

兵庫県神戸市中央区江戸町98番地1
東町・江戸町ビル3階
電話（078）392-1471㈹ FAX（078）392-1758

事 業 所 姫路工場
兵庫県姫路市別所町佐土1118番地
電話（079）252-4151㈹ FAX（079）251-2160

東京支社
東京都港区芝浦1丁目3番11号
ニュー芝浦ビル4階
電話（03）5476-8050㈹ FAX（03）5476-0338

浜松営業所
静岡県浜松市中区板屋町110番地の5
浜松第一生命日通ビル11階
電話（053）454-3721㈹ FAX（053）452-5524

主 要 な
事 業 内 容

自動車用ブレーキホース、カーエアコンホースな
ど自動車用各種ホースの製造・販売および住宅関
連のホース類等の製造・販売を行っております。

従 業 員 353名（出向者39名除く）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
太 陽 鉱 工 株 式 会 社 3,217 23.6 
双 日 株 式 会 社 1,144 8.4 
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 556 4.1 
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 373 2.7 
日 本 精 化 株 式 会 社 286 2.1 
東 京 セ ン チ ュ リ ー 株 式 会 社 237 1.7 
み ず ほ 証 券 株 式 会 社 195 1.4 
BNYM RE BNYMLB RE GPP CLIENT 
M O N E Y  A N D  A S S E T S  A C 171 1.3 
J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 160 1.2 
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 143 1.0 

発行可能株式総数 45,760,000株
発行済株式総数 14,371,500株

（自己株式749,442株を含む）
株主数 19,378名
大株主（上位10名）

（注）    当社は自己株式を749,442株保有しておりますが、上記大株主からは除いており
ます。

 持株比率は、発行済株式総数（自己株式除く）に対する持株数の割合であります。

事 業 年 度 毎年1月1日から12月31日まで
定時株主総会 毎年3月に開催
基 準 日 毎年12月31日

その他必要あるときはあらかじめ公告して定めます。
株主名簿管理人および
特別口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

〒540-8639 大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

郵便物送付先 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 電話　0120－782－031（フリーダイヤル）
受付時間　9:00～17:00（土日休日を除く）

取 次 窓 口 取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店
および全国各支店で行っております。

公 告 方 法 電子公告により当社ホームページ（https://
www.nichirin.co.jp/）に掲載します。
ただし、電子公告による公告ができない場合は、
日本経済新聞に掲載します。

単 元 株 式 数 100株
上場証券取引所 株式会社東京証券取引所　スタンダード市場
証 券 コ ー ド 5184

・	住所変更、単元未満株式（1株から99株まで）の買取等のお申出先について
　株主様の口座のある証券会社等にお申出ください。
　なお、証券会社等に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別

口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
・	未払配当金の支払いについて
　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

代表取締役会長執行役員 前 田 龍 一

代表取締役社長執行役員 曽 我 浩 之

取 締 役 専 務 執 行 役 員 谷 口 利 員

取 締 役 常 務 執 行 役 員 菊 元 秀 樹

取 締 役 常 務 執 行 役 員 難 波 宏 成

社 外 取 締 役 矢 野 　 進

社 外 取 締 役 鈴 木 一 史

社 外 取 締 役 木 村 美 樹

常 勤 監 査 役 手 塚 俊 雄

常 勤 監 査 役 前 田 　 学

社 外 監 査 役 上 田 清 和

社 外 監 査 役 髙 畑 新 一

リニューアル ！


